
（表11）貸借対照表関係比率

比    率 算  式（＊１００）① 算　式（＊１００）② 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 備  考

固 定 資 産 固 定 資 産

総   資   産 総   資   産

流 動 資 産 流 動 資 産

総   資   産 総  資   産

固 定 負 債 固 定 負 債

総   資   金 総負債＋純資産

流 動 負 債 流 動 負 債

総   資   金 総負債＋純資産

自 己 資 金 純　資　産

総   資   金 総負債＋純資産

消 費 収 支 差 額 繰 越 収 支 差 額

総　 資　 金 総負債＋純資産

固 定 資 産 固 定 資 産

自 己 資 金 純　資　産

固 定 資 産 固 定 資 産

自己資金＋固定負債 純資産＋固定負債

流 動 資 産 流 動 資 産

流 動 負 債 流 動 負 債

総  負  債 総  負  債

総  資  産 総  資  産

総  負  債 総  負  債

自 己 資 金 純　資　産

現 金 預 金 現 金 預 金

前  受  金 前  受  金

退職給与引当特定預金（資産） 退職給与引当特定資産

退職給与引当金 退職給与引当金

基  本  金 基  本  金

基本金要組入額 基本金要組入額

減価償却累計額（図書を除く） 減価償却累計額（図書を除く）

減価償却資産取得価格（図書を除く） 減価償却資産取得価格（図書を除く）

[注]
１

２

３

４

1 固 定 資 産 構 成 比 率

2 流 動 資 産 構 成 比 率

95.5% 95.2% 95.7% 96.0%

4.5% 4.8% 4.3% 4.0%

96.0%

4.0%

3 固 定 負 債 構 成 比 率

4 流 動 負 債 構 成 比 率

22.1% 20.6% 19.2% 18.1%

5.7% 5.7% 5.5% 5.3%

16.9%

5.4%

5
純 資 産 構 成 比 率
（ 自 己 資 金 構 成 比 率 ）

6
繰 越 収 支 差 額 構 成 比 率
（消費収支差額構成比率）

72.3% 73.7% 75.4% 76.6%

-22.1% -20.6% -18.2% -16.1%

77.7%

-14.5%

7 固 定 比 率

8 固 定 長 期 適 合 率

132.2% 129.1% 127.0% 125.3%

101.3% 100.9% 101.3% 101.4%

123.5%

101.5%

9 流 動 比 率

10 総 負 債 比 率

78.7% 84.7% 78.3% 75.4%

27.7% 26.3% 24.6% 23.4%

74.4%

22.3%

11 負 債 比 率

12 前 受 金 保 有 率

38.4% 35.6% 32.7% 30.5%

86.2% 94.4% 87.1% 90.5%

28.7%

87.1%

13
退職給与引当特定資産保有率
（退職給与引当預金率）

14 基 本 金 比 率

74.8% 81.8% 86.4% 89.2%

91.0% 91.8% 92.5% 93.3%

94.7%

94.0%

日本私立学校振興・共済事業団に提出している数値を記載してください。

15 減 価 償 却 比 率

「学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の貸借対照表を用いて、表に示された算式により過去５年分の比率を記入してください。

「総資金」は総負債＋基本金＋消費収支差額を、「自己資金」は基本金＋消費収支差額をあらわします。

2014（平成26）年度以前については、算式①を用いて、2015（平成27）年度以後については、算式②を用いて、比率を算出してください。

44.1% 46.8% 49.5% 51.9% 54.0%


